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【Point】複数回更新後に追加された不更新条項を含む有期雇用契約の雇止めについて、不更新

に対する同意の存在に加え、不更新の理由等を十分に説明されていたことを認定し

て、更新に対する合理的期待の喪失が認められ、雇止めが有効と判断された事例

【事案の概要】 

Y（運送会社）は、専ら Y の取引先会社

（C）の商品の在庫管理等に従事していた X
との間で有期雇用契約を 7 回更新し、その契

約期間は通算 5 年 10 か月に及んでいました。

Y は 4 回目の更新の際に「平成 25 年 4 月 1
日以降、最初に更新した雇用契約の始期から

通算して 5 年を超えて更新することはない」

とのいわゆる更新上限条項を定め、5 回目の

更新の際にも同様の条項を、また6回目及び7
回目の更新の際には、当該契約を更新しない

旨の不更新条項を定めていました。Y は、い

ずれの更新時にも、毎回必ず契約書を作成

し、あらかじめ管理職が X に対してその文面

を交付した上で、X の面前でそれを読み上げ

て契約の意思を確認する手続をとっていまし

た。Y は、C の業務を失注したことから X が

勤務していた事業所を閉鎖することとし、X
に対して、平成 30 年 1 月 31 日付で期間満了

日をもって契約を更新しない旨を通知しまし

た（本件雇止め）。本件は、本件雇止めの有

効性が問題となった事案です。

【判断の概要】 

一審判決は、更新上限条項に対する同意に

ついて「労働者が置かれた…状況からすれ

ば、…労働者の自由な意思に基づいてされた

ものと認めるに足りる合理的な理由が客観的

に存在する場合に限り（……）、労働者によ

り更新に対する合理的な期待の放棄がされた

と認めるべきである。」（山梨県民信用組合

事件、最二小判平成 28 年 2 月 19 日参照）と

した上で、6 回目の更新前に X が、Y の管理

職から、Y が C の商品配送業務を失注し事業

所を閉鎖する見込みとなり、次期契約期間満

了後の雇用継続がないことについて、複数回

の説明を受け、Y に代わり C の業務を受注し

1 シンガーソングメシーン事件（最判昭和 48 年 1 月 19 日）、前述の山梨県民信組事件（最二小判平成 28 年 2
月 19 日）参照。 

た後継業者への移籍ができることなどを説明

されたこと、契約書にも不更新条項が設けら

れたことにより、6 回目の更新時点において

は、それまで 5 回にわたって更新されたこと

により生じるべき更新の合理的期待は打ち消

されたとし、更新期待について合理的な理由

がある（労契法 19 条 2 号）とは認められない

と判断しました。

二審判決は、「労働者の自由な意思」に言

及した一審判決の前述の部分を全面的に削除

した上で、X の雇用が Y の取引先会社である

C からの受注に大きく左右されるものである

こと、そのことについて十分な説明を受けて

いたこと等の事実認定を補充して、更新の合

理的期待は打ち消されたという一審判決の結

論を維持しました。

【検討・コメント】 

最高裁は、賃金債権の放棄について、労働

者の自由な意思に基づくものと認めるに足り

る合理的理由が客観的に存在するときには有

効と判断しています 1。しかし、本件における

不更新条項への同意のような、労働者に不利

益な事項を含む意思表示等が有効と認められ

るために、広く同様の事情（合理的理由）が

必要か否かは、判例上確立しておらず、議論

があるところです。本裁判例において、一審

判決が「労働者の自由な意思」に言及した部

分を二審が削除した理由は明らかではありま

せんが、その二審判決も、契約更新に対する

合理的期待の喪失を認定するにあたっては、

単に労働者が不更新条項に同意したという事

実のみならず、不更新となる理由等について

会社が十分に説明していたことを積極的に認

定しており、この点には留意が必要です。

なお、令和 6 年 4 月 1 日には雇止めに関す

る基準（平成 15 年厚生労働省告示第 357 号）

【裁判例紹介】 

複数回更新後に不更新条項を追加した有期雇用契約の

雇止めを有効と判断した事例 
未払賃金等請求事件 

（東京高判令和 4 年 11 月 1 日、LEX／DB 文献番号 25594831）
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が改正され、最初の労働契約の締結より後に

更新上限を新設・短縮する場合は、その理由

を労働者に「あらかじめ」説明することが必

要とされます。  

以上
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【事案の概要】 

本件は、経営不振の中、新型コロナウイル

ス感染症拡大により売上が更に急減したタク

シー会社（Y 社）が、自らの解散を前提とし

て全従業員に対して解雇予告を行い、予告期

間中に退職合意が成立しなかった者を解雇

（本件解雇）したところ、対象者の一部

（X）が、解雇の有効性を争った事案です。 
東京地裁及び東京高裁は、概ね同様の理由

を示して、本件解雇は有効であると判断しま

した。 
 

【判断の概要】 

裁判所は、まず、解散に伴う解雇の有効性

の判断基準について「会社の解散は、会社が

自由に決定すべき事柄であり、会社が解散さ

れれば、労働者の雇用を継続する基盤が存在

しないことになるから、解散に伴って解雇が

された場合に、当該解雇が解雇権の濫用に当

たるか否かを判断する際には、いわゆる整理

解雇法理により判断するのは相当でない。も

っとも、①手続的配慮を著しく欠いたまま解

雇が行われたものと評価される場合や、②解

雇の原因となった解散が仮装されたもの、又

は既存の従業員を排除するなど不当な目的で

なされたものと評価される場合は、当該解雇

は、客観的に合理的な理由があり、社会通念

上相当であるとは認められず、解雇権を濫用

したものとして無効になるというべきであ

る」と判示しました。 
その上で、裁判所は、①（手続的配慮）に

関し、Y 社が過半数組合に対して数年前から

経営が厳しい状況にあることを説明していた

一方で X 及び X の所属する組合に対しては、

本件解雇に先立って当該説明をしていなかっ

たことについて、「情報提供がされているこ

とが望ましかった」としつつも、㋐本件解雇

の原因である Y 社の解散は、令和 2 年 4 月 7
日の緊急事態宣言発出に伴う営業収入の急激

な減少を契機としてなされたものであり、か

かる事態の発生を予見することは困難であっ

たこと、㋑Y 社と過半数組合との協議の状況

は、掲示板に掲示されており、X も知り得る

状況にあったこと、㋒急激な経営状況の悪化

が起こる前に情報提供がされたとしても、X
の転職活動等に有意な差が生じたとは考え難

いことなどから、かかる情報提供がされなか

ったことをもって本件解雇が手続的配慮を著

しく欠いたまま行われたということはできな

いと判断しました。 
また、本件では、②（不当目的）に当たる

事情もなかったことから、裁判所は、本件解

雇は解雇権を濫用したものとはいえないと判

断しました。 
 

【検討・コメント】 

解散に伴う解雇の効力に関して、従来の裁

判例（ネオユニット事件（札幌高判令和3年4
月 28 日）など）は、整理解雇法理を前提とし

つつ、そのなかでも解雇手続の妥当性を中心

に判断する傾向にありました。しかし、本判

決は、整理解雇法理による判断は相当でない

としたうえで、有効性判断に関し、解雇手続

と偽装解散その他の不当目的という二つの観

点を明確に判示しました。もっとも、解雇前

後の手続（特に、事前の情報提供の有無）

が、重要な要素となることは、従前の裁判例

と異なるものではないと考えられます。 
本判決は、経営不振に関し、X に対する事

前の情報提供がなかったことについて、新型

コロナウイルス感染症拡大による緊急事態宣

言の発出という特殊事情を踏まえ、手続的配

慮を欠くとまではいえないと判断していま

す。あくまでコロナ禍の下での事例判断では

ありますが、解散に伴う解雇の有効性を検討

するにあたり参考となると考えられることか

ら、ご紹介した次第です。       
以上 

【Point】・解散に伴う解雇の有効性について、いわゆる整理解雇法理により判断するのは相当

でないとした例 
・解散に伴う解雇であっても、手続的配慮を著しく欠いた場合や不当目的による場合

は、解雇権の濫用に当たり無効と判断され得ることが示された例 

【裁判例紹介】 

解散に伴う解雇を有効と認めた事例 

‐龍生自動車事件 

（東京高判令和 4 年 5 月 26 日、労働判例 1284 号 71 頁） 
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【Point】求人情報記載の労働条件と採用内定通知書記載の労働条件が異なっていた場合にお

いて、労働契約の成立が否定された事例。

【事案の概要】 

本件は、X が Y 社との間で労働契約が成立

したとして、労働契約上の権利を有する地位

にあることを仮に定めることを求めるととも

に、賃金等の仮払を求めた事案です。

X は、Y 社の求人情報（みなし残業手当 45
時間分を含め月給46万1000円から53万8000
円、賞与年 1 回（10 月）、年収 600 万円から

700 万円を想定等と記載。「本件求人情

報」）を見てこれに申込み（「本件申込

み」）をしたところ、面接終了時に「月額総

支給額 40 万円（45 時間相応分の時間外手当

を含む。）、賞与 120 万円（2022 年 10 月に

支給）」とする採用内定通知書（「本件採用

内定通知書」）を受け取り、後日に受け取っ

た「賃金月給 30 万 2237 円､時間外勤務手当 9
万 7763 円（時間外労働 45 時間に相当するも

の）」、「賞与あり。ただし、支給の有無、

時期、金額は会社の判断による」等とする労

働契約書（「本件労働契約書」）に署名する

ことを留保しました。Y 社は、X に対し、本

件採用内定通知書の内容での就労が難しいな

らば辞退を申し出てほしいこと、及び固定残

業代を含まず基本給 40 万円の希望等があるな

らば再度選考を行うことを伝えたところ、X
はその後本件労働契約書の月給の「302,237
円」、退職金の「無」の記載を削除するとと

もに、月給欄に「400,000 円」と加筆したも

のに署名押印し、Y 社に提出し、X と Y 社と

の間の労働契約の成否が問題となりました。

【判断の概要】 

X は、主位的には本件求人情報記載の条件

で、予備的には本件採用内定通知書記載の条

件での労働契約の成立を主張しました。

一審決定（原決定）は、主位的主張につい

ては、X が「Y 社の求人募集に応募したこと

…は、本件求人情報どおりの条件による労働

契約締結の申込みといえる」のであり、「こ

れに対する Y 社の承諾があると認められるか

が問題となる」とした上で、「本件求人情報

には年収額、月給額及び賞与が年 1 回支給さ

れることが明示され、本件採用内定通知書に

も月給額、賞与額及び賞与の支給時期が明示

されていたことからすれば、年収額のみなら

ず、月給額も X 及び Y 社が労働契約を締結す

るか否かを判断する際に重要な考慮要素であ

ったといえるのであって、本件申込みは、初

年度年収 600 万円から 700 万円、月給 46 万

1000 円から 53 万 8000 円（固定残業代 45 時

間分を含む。）及び賞与年 1 回支給という条

件で労働契約を締結するという意思表示とみ

るべきであり、本件採用内定通知書の交付に

ついても、月給 40 万円（45 時間相応分の時

間外手当を含む。）及び賞与 120 万円（2022
年 10 月支給）という条件で労働契約を締結

するという意思表示とみるべきである。そう

すると、本件申込みと本件採用内定通知書に

よる意思表示の内容は食い違っており、Y 社

が本件申込みに対する承諾をしたとは認めら

れないから、本件採用内定通知書が X に交付

されたことをもって、本件求人情報どおりの

条件による労働契約が成立したとは認められ

ない」とし、また予備的主張についても、

「X が Y 社に対し本件採用内定通知書に対す

る承諾の意思表示をしたと認めることはでき

ない」として、いずれの主張も退けました。

二審決定は、基本的には原決定の見解を支

持し、X が新たに抗告理由として「労働契約

法 6 条において賃金額に関する合意は契約成

立の不可欠の要件とされておらず、本件で労

働契約が成立していないとすることは同法 1
条・6 条に違反する」旨主張したのに対し、

「X と Y 社の間では、労働契約の締結に向け

た交渉の過程で、賃金の額について合意でき

ず、結局 X が就労するに至らなかったのであ

って…『労働者が使用者に使用されて労働

し、使用者がこれに対して賃金を支払うこ

と』（労働契約法 6 条）についての合意があ

ったとは認められない」として、この主張を

【裁判例紹介】 

賃金額が合意に至らず、労働契約の成立が否定 

された事例 
‐プロバンク（抗告）事件 

（東京高決令和 4 年 7 月 14 日、労働判例 1279 号 54 頁）

朝田 百合子
Yuriko Asada 
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退けました。 
 

【検討・コメント】 

関連する先行裁判例には、当事者間の合意

内容（契約条件）の一部が明確性に欠けると

しても、そのこと自体は契約成立を妨げない

ことを前提に、求人広告記載の労働条件等を

参照し、補充的意思解釈によって合意内容

（労働条件）を確定させるものも存在します 1。 
本決定は、求人情報と採用内定通知書記載

の契約条件が異なる事案において、労働契約

の成立自体を否定していますが、X 及び Y 社

からそれぞれ求人情報及び採用内定通知書記

載の条件の下で契約を締結する明確な意思表

示があったと合理的に解釈して結論を導いた

ものであり、先行裁判例と異なる解釈や判断

を示したものではないと考えられます。 
また、本決定は、求人情報どおりの条件に

よる労働契約締結の申込みと採用内定通知書

による意思表示の内容が食い違っていたこと

を理由に、採用内定通知書の交付は新たな条

件で労働契約を締結する意思表示であり、申

込みに対する承諾ではないと判断しており、

採用内定通知を労働契約の申込み（求人募集

への応募）に対する承諾であると判断した大

日本印刷事件判決 2と異なる結論を導いた決定

としても意義があると言えます。 
なお、本件の一審決定においては、使用者

の契約締結の自由を踏まえると、採用面接の

内容を考慮した結果、求人情報と異なる労働

条件を内容とする採用内定通知書を交付する

こと自体が信義則に反するものとは言えない

とされています。一方、この点に関しては、

先行裁判例において、最も重大な労働条件で

ある賃金について、みだりに求人情報記載の

見込額を著しく下回る金額で賃金を確定すべ

きでないことは信義則からみて明らかである

と判示したものもあるため 3、求人情報の記載

内容によっては、労働者が法的保護に値する

期待を抱く可能性があることを踏まえ、使用

者がかかる期待を損なう行動をする場合に

は、契約締結過程における信義則違反が問題

になり得ることに留意が必要です。 

 
1 東京地判昭和 62 年 3 月 27 日労判 495 号 16 頁、大阪高判平成 2 年 3 月 8 日労判 575 号 59 頁等 
2 最判昭和 54 年 7 月 20 日民集 33 巻 5 号 582 頁 
3 東京高判昭和 58 年 12 月 19 日労判 421 号 33 頁 
 

いずれにしても、本決定は、Y 社が面接終

了直後に明確に採用内定通知書によって就労

の条件を提示し、X がそれと明示的に異なる

条件を提示して申込みを行ったという過程を

踏まえて判断された事例判断であることを考

慮すると、今後も、求職者とのトラブルを回

避するために、採用条件と求人情報の記載に

著しい乖離が生じないように留意するととも

に、求人情報において明示する労働条件が変

更される可能性がある場合はその旨について

も明示し、また実際に変更された場合は求職

者に対して速やかに当該変更内容を知らせる

よう、配慮が必要と考えられます。 
以上 
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【Point】・MR に関し、場所を選ばずに、位置情報と共に出勤・退勤時刻を打刻することがで

きる勤怠管理システムを導入した後は、「労働時間を算定し難いとき」に該当しな

いとして、事業場外みなし労働時間制の適用が否定された事例 

    ・自身の業務に一定の裁量を有し、直行直帰している従業員であっても、事業場外み

なし労働時間制の適用が否定される可能性があるため、注意が必要である 
 
【事案の概要】 

Y（被告会社）は、医薬品製造等を業とす

る会社であり、X（原告）は医療情報担当者

（MR）として Y に雇用され、営業先である

医療機関を訪問して業務を行う外回りの業務

を行っていました。X は基本的に被告のオフ

ィスに出勤することなく、自宅から営業先に

直行し、業務が終了したら自宅に直接帰宅す

るという形態で就労しており、Y では、事業

場外みなし労働時間制（実労働時間にかかわ

らず、一定の労働時間を働いたものとみなす

制度）の適用があるものと扱われていまし

た。 
Y では、平成 30 年 12 月に、従業員の労働

時間の把握のため、従業員が場所を選ばずに

パソコン又はスマートフォンを用いて位置情

報と共に出勤・退勤時刻を打刻することがで

きる勤怠管理システムを導入し、本社勤務の

従業員については当該システムを使用して労

働時間管理を行いましたが、X ら MR につい

ては、従前同様、一律に事業場外みなし労働

時間制の適用があるものと扱っていました。 
X は、事業場外みなし労働時間制の要件を

欠くと主張し、未払割増賃金等の請求を求め

て提訴しました。 
一審判決では、訪問先や訪問スケジュール

が X の裁量に委ねられていたこと、週報や勤

怠管理システム上、具体的な業務スケジュー

ルの報告・記録がなされるものではなかった

こと等から、「労働時間を算定し難い」場合

に該当し、事業場外みなし労働時間制の適用

が認められると判断されました。 
 

【判断の概要】 
控訴審判決は、勤怠管理システム導入前は

事業場外みなし労働時間制の適用を肯定しま

したが、同システム導入後は事業場外みなし

労働時間制の適用を否定しました（ただし、

X の実労働時間に関する主張は認められない

などとして、X の請求は全て棄却されていま

す。）。 
事業場外みなし労働時間制の適用の有無の

判断にあたっては、労基法 38 条の 2 第 1 項に

おいて、①「事業場外で業務に従事し」、②

「労働時間を算定し難い」ことが要件として

定められています。本判決は、②の要件につ

いて、最判平成 26 年 1 月 24 日労判 1088 号 5
頁（阪急トラベルサポート（第 2）事件）を

引用し、「業務の性質、内容やその遂行の態

様、状況等、使用者と労働者との間で業務に

関する指示及び報告がされているときは、そ

の方法、内容やその実施の態様、状況等を総

合して、使用者が労働者の勤務の状況を具体

的に把握することが困難であると認めるに足

りるかという観点から判断することが相当で

ある」と述べています。 
その上で、裁判所は、一審判決同様、X の

各日の具体的な訪問先や訪問のスケジュール

について基本的には X 自身が裁量により決定

しており、上司がそれらの詳細について具体

的に決定ないし指示することはなかったこ

と、週報や勤怠管理システム上、具体的な業

務スケジュールの報告・記録がなされるもの

ではなかったことを認定しました。 
しかしながら、他方で、Y の指示により X

が週に 1 回上司に対して提出していた週報

は、MR が担当する施設ごとに業務を行った

日付とその内容を入力するもので、何時から

何時までどのような業務を行った、という具

体的な報告ではなかったものの、「MR に対

し、週ごとに、事後的ではあるが、MRが1日
の間に行った業務の営業先と内容とを具体的

に報告させ、それらを把握することが可能で

あった」と評価しました。さらに、平成 30 年

【裁判例紹介】 

MR に対する事業場外みなし労働時間制の適用が 

否定された事例 

‐セルトリオン・ヘルスケア・ジャパン事件 

（東京高判令和 4 年 11 月 16 日、労働判例 1288 号 81 頁） 
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12 月に Y に導入された勤怠管理システムは、

出勤・退勤の打刻時間とその際の位置情報の

みしか把握できないものでしたが、裁判所

は、Y が X ら MR に対し、位置情報を ON に

した状態で出勤・退勤時刻を打刻するように

指示していたこと、Y が月に 1 回記録を確定

させ、不適切な打刻があった場合には注意喚

起を行っていたことを指摘し、勤怠管理シス

テム導入後には、直行直帰の MR についても

始業時刻及び終業時刻を把握することが可能

になったと判断しました。 
裁判所は、これらに加え、月 40 時間を超え

る残業の発生が見込まれる場合には、上司か

ら MR に対し、業務に関して具体的な指示を

行うとともに具体的な業務報告を受けていた

という事情も指摘した上で、勤怠管理システ

ムの導入後には、Y は MR に対し、「始業時

刻及び終業時刻までの間に行った業務の内容

や休憩時間を管理することができるよう、日

報の提出を求めたり、週報の様式を改定した

りすることが可能であり、仮に、MR が打刻

した始業時刻及び終業時刻の正確性やその間

の労働実態などに疑問があるときには、」

「随時、上司に報告させたり上司から確認を

したりすることも可能」であったから、平成

30 年 12 月の勤怠管理システムの導入後につ

いて「労働時間を算定し難い」とはいえず、

事業場外みなし労働時間制の適用は認められ

ないと判示しました。 
 
【検討・コメント】 

事業場外の勤務であっても使用者には労働

時間を把握する義務がありますが、「労働時

間を算定し難い」場合には、事業場外みなし

労働時間制の適用が認められます。 
本判決は、この「労働時間を算定し難い」

ときの判断方法について、従前の裁判例の流

れを踏襲しつつ、勤怠管理システムの導入を

契機に、使用者に一定の措置を講じることを

求めることにより労働者の勤務状況を把握で

きると評価した点で、実務上参考になる事案

です。 
これまでに事業場外みなし労働時間制の適

用が肯定された裁判例として、東京高判平成

30 年 6 月 21 日労経速 2369 号 28 頁（ナック

事件）があります。この裁判例は、顧客を訪

問し商品の説明や販売契約の勧誘を行う営業

業務について、訪問する顧客の選定や訪問場

所、スケジュールの設定及び管理は自身の裁

量により決定していたこと、また、業務内容

について具体的な内容の報告を求めるもので

もなかったことを指摘して、「労働時間を算

定し難い」と評価しています。その前提とし

て、「労働者に対して、より詳細な報告をさ

せるべきであった」というような判断はされ

ませんでした。これに対し、本判決は、勤怠

管理システムの導入を契機に、MR について

労働時間把握のため一定の措置を講じるべき

であったとした点で結論を異にすることにな

りました。 
いずれの裁判例も事例判断であり、今後の

裁判例の集積が待たれますが、単に「働き方

に裁量がある」というだけでは足りないとい

う点は、いずれの裁判例にも共通する考え方

であると考えます。また、本判決のように、

事業場外であっても従業員が勤怠管理システ

ムにアクセスできる場合、その他の報告や連

絡手段も総合し、現状に加えて一定の措置を

講じれば、業務の状況と労働時間を把握でき

る（事業場外みなし労働時間制は適用できな

い）と判断される可能性があることも、指摘

してよいでしょう。 
以上のとおり、「労働時間を算定し難い」

ときに該当するか否かについて明確な判例法

理が確立している状況ではありませんが、本

判決を踏まえ、事業場外で勤務を行う労働者

の労働時間管理において、使用者に一定の措

置を講じることが求められることには、改め

て注意が必要です。本判決のように、勤怠管

理システムへのアクセスが可能な事業場外の

勤務については、それだけで直ちに事業場外

みなし労働時間制の適用が否定されると結論

付けるのは拙速ですが、特に慎重な検討が必

要となるものと考えられます。 
以上 
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近時行われたセミナー 

テーマ： 最新の動きを把握する！安全配慮義務と職場環境配慮義務～メンタルヘルス、ハラス 

メント調査、LGBTQ＋をテーマに裁判例を分析～ 

日  時：2023 年 11 月 17 日（金）  19：00～21：00 
講演者：菰口 高志 

主  催：大阪府社会保険労務士会大阪中央支部 

近時行われるセミナー 

テーマ：【オンラインセミナー】海外進出する企業のための法務 第 7 回：危機時に現地国にい

る社員に対する企業の義務と対応‐準拠法と安全配慮義務の観点から

日 時：2023 年 12 月 20 日（水） 15：00～16：00 
講演者：菰口 高志

主 催：弁護士法人大江橋法律事務所

テーマ：第 49 回産業精神保健講演会「テレワークを含めた働き方の多様性とメンタル不調者の 

復職の問題」 

日  時：2024 年 3 月 2 日（土）  17：00～19：15 
講演者：小寺 美帆（シンポジストとしての登壇） 
主  催：公益社団法人  大阪精神科診療所協会（共催：関西産業健康管理研究協議会、NPO 法 

人  関西心理相談員会） 

執筆情報 

テーマ：［連載／海外進出する企業のための法務］〔第 8 回〕危機時に現地国にいる社員に対す

る企業の義務と対応‐準拠法と安全配慮義務の観点から

著 者：菰口 高志

掲載誌：ジュリスト 1591 号（2023 年 12 月号） 
出版日：2023 年 11 月 24 日 
出版社：株式会社有斐閣
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